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はじめに 

2014年 9月、米豪加英の国防当局は、連合宇宙作戦（combined space operations）構想

に関する了解覚書（MOU）を締結した１。同構想は、陸海空で一般化している連合作戦

（combined operations）を宇宙に適用する試みである２。米戦略軍のレイモンド（John 

Raymond）宇宙統合機能構成部隊司令官によれば、連合宇宙作戦は同盟国・有志国と宇宙領

域で作戦面での提携関係を構築せよという「国家宇宙政策」ならびに「国家安全保障宇宙

戦略」の指示に対する米戦略軍の回答である３。同構想は、今後、米国と密接な関係にある

国家間での安全保障分野における宇宙協力の中核になると考えられる。本稿では、連合宇

宙作戦構想に関する米豪加英の取り組みを現時点で公にされている情報をもとに整理する。

その上で、同構想の今後の見通しについて若干の考察を行う。 

 

１．米豪加英による取り組み状況 

 連合宇宙作戦に関する米豪加英による取り組みが始まったのは比較的最近のことである。

確認できるかぎり、2009年に米空軍が主催し、豪加英の国防当局も参加したウォーゲーム

「シュリーヴァーV」において、4カ国共同での宇宙作戦が試みられている４。そして同ウォ

ーゲームの最終報告書は、宇宙に関する常設の連合統合任務部隊と連合宇宙作戦センター

の設置を提言している５。その翌年に開催された「シュリーヴァー2010」においても、米豪

加英の 4カ国による連合宇宙作戦を想定したウォーゲームが実施されている６。 

これらのウォーゲームの成果を踏まえ、米豪加英が連合宇宙作戦に関する公式なパート

ナーシップの構築に向けて動き始めたのは 2011年に入ってからのことである。ロベロ

（Douglas Loverro）米国防次官補代理によれば、2011年 11月に米国防長官室と戦略軍が

共催した連合宇宙協力フォーラムにおいて、構想の土台となる議論が同盟国間で行われた７。

その後、これらの 4 カ国は連合宇宙作戦の価値に関する本格的な検討を 2012年 2月に開始

し、同年 9月には検討結果に基づいて、より緊密な連合宇宙作戦に向けて作業を続けるこ

とで合意している８。そして、2014年 5月に共同声明「連合宇宙作戦に関するパートナーシ

ップ」を発表し９、同年 9月の MOU締結にいたっている１０。 

 こうした経緯を経て公式化された連合宇宙作戦に関するパートナーシップは、宇宙関連

の情報・資源の共有を可能とするものである１１。ロベロ米国防次官補代理によれば、連合
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宇宙作戦の範囲には、宇宙システムへの脅威について警報・評価を提供したり、宇宙シス

テムによって陸海空の部隊への支援を行ったり、宇宙システムを防護・防衛したりするた

めの活動が含まれる１２。 

このように幅広い協力が視野に入れられている一方で、当面は宇宙状況認識（SSA）に関

する協力が中心になると考えられる。SSAとは宇宙作戦が依存する宇宙環境および作戦環境

に関する知識のことである１３。2014年 5月の共同声明について、米空軍次官補室のティー

グ（Roger Teague）宇宙計画部長は、今後の SSA協力の基盤を提供するものであると述べ

ている１４。これは情報の共有こそ効果的な連合宇宙作戦の基盤であるという認識の表れで

あると同時に、そもそも豪加英が現時点で保有する宇宙関連能力を考えると、協力の中心

は SSAにならざるを得ないという現実を反映している。これらの 3カ国は軍事衛星をほと

んど保有していない一方で１５、宇宙監視能力を有しているか、今後、整備する予定である１６。

実際、こうした能力を活用した米国との協力も進み始めている。すでに英国は地上レーダ

ーで収集した情報を米宇宙監視ネットワーク（SSN）に提供している１７。カナダも 2013年

に打ち上げた宇宙監視衛星サファイアで収集した情報を SSNに提供している１８。豪州は米

国から移設される宇宙監視レーダーと望遠鏡を米国と共同運用することで合意している１９。 

 加えて、衛星通信をめぐる協力も連合宇宙作戦構想の基盤になると考えられる２０。豪州

は 2007年に、米空軍の WGS通信衛星の 6号機の製造・打上げ・運用費を負担する見返りと

して、同衛星群の帯域に一定のアクセスを得る覚書を米国と締結した２１。カナダも 2012年

に、デンマーク、ルクセンブルグ、オランダ、ニュージーランドと共同で、WGSの 9号機に

関して同様の覚書を米国と締結している２２。さらにカナダと英国は、米空軍の AEHF通信衛

星群が提供する帯域の利用を始めている２３。このように連合宇宙作戦構想は、既存のパー

トナーシップを公式化する形で進み始めている２４。 

 

２．今後の見通し 

米豪加英の国防当局は、既存の協力関係を基盤としつつ、協力内容の深化・拡大を図っ

ていくものと考えられる。今後、米豪加英は各国の宇宙作戦センターの相互接続を進める

ことで、より緊密な情報共有を進める予定である２５。これは米戦略軍統合宇宙作戦センタ

ーと豪州宇宙作戦センター、カナダ宇宙作戦センター、英宇宙作戦調整センター間での接

続を念頭に置いているものと考えられる。他方、ロベロ米国防次官補代理は、米空軍主催

のウォーゲームで試行されたような連合宇宙作戦センターの物理的設置は念頭に置いてい

ない点を強調している２６。宇宙に関する常設の連合統合任務部隊の設置についても公開情

報で見るかぎり、現時点では想定されていないようである。ただし、米国は統合宇宙作戦

センターに豪加英の交換将校を受け入れており２７、今後、その増員を行うことはあり得る

のかもしれない。 

また前述のとおり、連合宇宙作戦構想には、宇宙システムを防護・防衛する活動が視野

に入っている。宇宙利用への妨害が発生した場合には、脅威への共同対処を行う可能性が
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あるだろう。イラク戦争において米軍は、イラクによる GPSシグナルへの電波妨害を無力

化するための作戦を実施したが２８、今後はそうした作戦を共同で実施することがあり得る

のかもしれない。 

加えて、参加国の拡大も今後の焦点になると考えられる。米国防省は陸海空と同様、宇

宙においてもコアリションを形成して作戦を行っていく方針を示している２９。まずは豪加

英という緊密な同盟国との協力から始め、将来的には他の有志国の参加を求めていく予定

である３０。具体的な国名は明らかにされていないが、すでに 2013年時点で米戦略軍は潜在

的な候補国に対して連合宇宙作戦に関する説明を行っている３１。その中には他の北大西洋

条約機構（NATO）加盟国も含まれている可能性がある。アフガニスタンでの経験を通じて、

NATO内では連合宇宙作戦の必要性が認識され始めている３２。2012年には NATOと豪州の連

合部隊による宇宙作戦を想定したウォーゲーム「シュリーヴァー2012インターナショナル」

が米空軍主催で開催された。同ウォーゲームには、米豪加英に加えて、フランス、ドイツ、

イタリア、オランダ、デンマーク、トルコが参加している３３。 

今後、新たな参加国が加わった場合、協力内容が拡大する可能性もあるだろう。前述の

とおり、豪加英の有する能力は宇宙監視に関するものが中心であるが、例えば、偵察衛星

や測位衛星、衛星打ち上げロケットなどを保有する国家が枠組みに加われば、米国はそう

した能力の共有を期待するかもしれない。 

 

おわりに 

連合宇宙作戦構想は、米国が豪加英という緊密な同盟国と進めてきた安全保障分野にお

ける宇宙協力の深まりを象徴するものである。2014 年の共同声明と MOU は、今後、そうし

た協力を一層深化・拡大させていくという政治的なコミットメントである。これまで米国

が密接な関係にある同盟国・友好国と進めてきた個々の協力は、かなりの部分、連合宇宙

作戦の構成要素として再整理される可能性がある。 

 連合宇宙作戦はまた、宇宙利用を当然視できない時代が到来しつつある中で、引き続き

宇宙を活用し続けていくための試みである。宇宙利用に対する意図的・非意図的脅威の高

まりや財政環境の悪化は３４、米国とその同盟国・友好国にとって共通の課題であり、今後、

中・長期的に取り組む必要のある問題である。連合宇宙作戦構想は、こうした問題に対応

するための中核的な手段の一つとして成長していく可能性を有している。 

 

（2014年 11月 26日脱稿） 
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